
予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：母子福祉費
	事業名　新子どもの貧困実態調査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部 子ども・女性局 子ども家庭課 子ども支援係 電話番号：058-272-1111（内2678）
　　　　　                                        E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　11,344千円（前年度予算額： 0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	11,344
	8,508
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,836

	決定額
	11,000
	8,250
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,750


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成25年国民生活基礎調査によると子どもの貧困率は16.3％となり、2010年のOECD加盟国34か国中25位という結果であった。このような状況を背景として、平成25年６月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立、平成26年１月に施行となり、10月に「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定された。また、平成27年10月には、「子供の未来応援運動」が始動し、国全体で子どもの貧困対策に関する支援を推進することとなった。
県内の子どもの貧困状況や生活に困難を抱える世帯がどのような支援を必要としているのか把握するため、子どもの貧困対策調査を行い、翌年度以降の施策に結果を反映させ、困難を抱える子どもに対し、効果的な支援をしていく。
（２）事業内容

・調査時期を平成３０年９月１日とし、県内全市町村の小学校１年生、５年生及び中学校２年生の保護者及び児童（小学校１年生は保護者のみ）を対象として無作為抽出によりアンケート調査を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

 
国３／４、県１／４
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	50
	有識者協議旅費等

	消耗品費
	50
	コピー用紙等

	役務費
	50
	郵便代等

	委託料
	11,194
	調査・集計・分析業務委託

	合計
	11,344
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	子どもの貧困対策に関する調査を実施することで、子どもの貧困対策に民間団体と連携して取り組む。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	調査世帯数

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	10,000世帯

（H30）
	％



	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	平成２５年に国が実施した国民生活基礎調査では、子どもの６人に１人が貧困状態にあるという結果であった。

県内市町村とともに子どもの貧困対策に取り組むために、県内の状況を把握することは、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	調査、分析方法などの内容をどのようにするか検討が必要である。



（次年度の方向性）
	県内の子どもの貧困状況を把握し、適切な支援施策を検討する。



